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１ これまでの行政改革の取組 

 

（１）行政改革大綱等の策定状況 

 

○本市では、昭和６０年以降、４次にわたり行政改革大綱を策定し、行政改革

に取り組んだ。 

 

○日進市行政改革大綱（第４次）（平成１８年３月策定）及び日進市行政改革集

中改革プラン（同年策定）では、「地方公共団体における行政改革の推進のた

めの新たな指針」（平成１７年３月総務省通知）を受け、平成１７年度から平

成２２年度までに達成すべき数値目標を設定するとともに、行政改革の取組項

目、推進の在り方等について定めた。 

 

○平成２３年３月に策定した日進市経営改革プランは、これまでの行政改革大

綱と行政改革集中改革プランの要素を併せ持つものとして、中長期的な視野

で本市の発展を見据え、１０万人都市に向けて、数々の行政課題に臨機に対

応できる経営体を目指した。 

 

〇平成２８年３月に策定した第２次日進市経営改革プランは、ビジョン編とア

クションプラン編の２編構成とし、ビジョン編で本市の経営理念、方針等を定

め、アクションプラン編で個々の具体的な取組事項を掲げることとした。ま

た、指標の設定、実施目標年度及び年度別工程を記載することで、より実効性

のある計画とし、新たな行政経営への転換を目指した。進捗管理については、

年度ごとに、その実績について日進市行政改革推進委員会へ報告をしている。

第２次日進市経営改革プランの総括については、別途資料を作成し、日進市行

政改革推進委員会に報告することとしている。 

    

策定時期 名称 計画期間 

平成１８年３月 日進市行政改革大綱（第４次） 平成１８～２２年度 

 平成１８年３月 日進市行政改革集中改革プラン 平成１７～２２年度 

平成２３年３月 日進市経営改革プラン 平成２３～２７年度 

平成２８年３月 第２次日進市経営改革プラン 平成２８～令和２年度 

（注）第４次行政改革大綱以降を記載  
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２ 社会情勢等の変化 

 

○少子高齢化、人口減少に対応する効果的・効率的な自治体運営 

○地域の支え合う力の活性化に向けた取組 

○産官学連携及び自治体間連携の深化 

○行政運営におけるあらゆるリスクへの対応 

 

 

○少子高齢化、人口減少が本格化するにつれて生産年齢人口（１５～６４歳人

口）が減少し、全国的に労働力の絶対量が不足することが考えられる。これ

を踏まえて、自治体経営においても、限られた資源を前提に、自治体が本来

担うべき機能を発揮できる環境を整える必要がある。 

 

 ○オンライン申請の更なる推進やＡＩ※1、ＲＰＡ※2 の活用など Society5.0※3 に

おけるデジタル技術の進展を最大限活用したスマート自治体への転換を図

り、事務の効率化を図るとともに、市民サービスの向上を目指すことが求め

られている。 

 

 ○国が財政健全化目標として掲げた２０２５年度の国・地方を合わせた基礎的

財政収支※4 の黒字化については、２０１９年（令和元年）末に最初の症例が

発見され、世界的に大流行をもたらした新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）により、更に困難になっている。 

 

 

○少子高齢化、人口減少により、公共私それぞれのサービス提供機能は低下す

るが、住民生活を維持するのに不可欠なニーズは充足しなければならない。 

 

○多様性を認め合い、様々な人々がつながりを持って、地域住民の暮らしを支

え合うための新たな公共私間の協力関係を構築する必要性が高まっている。 

 

 

 

（１）少子高齢化、人口減少に対応する効果的・効率的な自治体運営 

（２）地域の支え合う力の活性化に向けた取組 
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○義務的経費※5の増加、少子高齢化、人口減少等により、財源と支え手が不足

していくことが考えられ、自治体独自で施策を展開するには限界がある。行

政が全てのニーズに応えるフルセット主義から脱却し、産官学の連携により

単独では困難な課題への対応を可能とすることで、都市機能（公共施設、医

療・福祉・商業等）を維持していく必要が生じている。 

 

○自治体間連携により圏域単位での行政を標準化し、行政サービス提供の持続

可能性を高め、圏域内の都市機能等を守る取組の広がりが期待されている。 

また、現状の連携では対応できない深刻な行政課題への取組を進め、広域的

な課題への対応力を高める仕組みが求められている。 

 

 

 

○頻発する風水害等の自然災害や新型コロナウイルス感染症の影響により、一

時的に経済活動が停滞し、「新しい生活様式」による感染拡大の防止と社会

経済活動の両立が求められることとなった。 

 

○新型コロナウイルス感染症の影響で民間企業の社会経済活動が停滞し、一時

的に市の歳入となる税収の減少が予想される。その一方で、感染拡大防止対策

や経済支援策等により歳出が増加し、財政状況は悪化することが懸念される。 

 

○限られた財源の中で「新たな日常」を実現するために、行政運営においても

これまでの慣例や取組に対して必要性、費用対効果等の面から検証を行い、

業務改善に取り組むとともに新たな基準を標準化していく必要がある。 

 

○こうした行政運営におけるあらゆる潜在的リスク（自然災害に備える防災対

策、感染症対策、高度な情報化社会の実現に向けたセキュリティ対策等）に

対して、未然に対策を講じ、行政運営を継続する必要がある。 

 

 

 

 

 

（３）産官学連携及び自治体間連携の深化 

（４）行政運営におけるあらゆるリスクへの対応 
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３ 本市の行政経営を取り巻く環境の変化 

 

（１）総人口や年齢構成の変化 

 

○年少人口及び生産年齢人口の人口比が減少する一方、高齢者人口の人口比

が増加しており、少子高齢化が進行 

○年齢構成の地域的な偏りが存在 

 

■総人口の推移と年齢構成の変化 

 

 ○本市の人口は緩やかに増加しており、平成２８年４月から令和２年４月まで

に３，３９６人増加した。 

  

○この間、年少人口（０～１４歳）

は１６０人増加したが、総人口

に占める比率は平成２８年の

１６．９％から令和２年の１

６．４％とわずかに減少した。

また、生産年齢人口（１５～６

４歳）も１，９６３人増加した

ものの、比率は６３．８％から

６３．５％へと減少した。 

 

○一方で、高齢者人口（６５歳以

上）は平成２８年から令和２年

の間に１，２７３人増加し、比

率も１９．４％から２０．１％

へと増加している。 

 

○総人口は増加しているが、高齢者人口以外の比率は減少しており、超高齢社

会へ近づきつつある。    
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※四捨五入の関係で合計が 100％にならない場合がある。  

■年齢構成の地域的な偏り 

 

 ○古くからの住宅地がある居住地域では高齢化が進み、高齢化率※6 が市全体の

高齢化率を大きく上回っている。 

 

○区画整理地域や駅に近い

地域では、比較的若い世

代の転入が多く、高齢化

率も低く留まっている。 

 

○市全体でみると、地域的な

偏りが大きく、右表にて

例示した地域においては

年少人口（０～１４歳）の

割合は約２．５倍、高齢者

人口（６５歳以上）の割合

は約４．３倍程度の開き

がある。 

 

■将来人口推計 

（参考：第２期日進市人口ビジョン） 

○今後の将来人口を推計すると、２０３５年には総人口が１０万人を超え、２０

４０年には１００，９４２人まで増加することが予測される。また、年齢３区

分別の将来人口推計をみると、１５歳未満人口は現在の１５，０００人程度か

ら徐々に減少し、２０４５年までに１４，０００人程度に減少する見込みとな

っている。１５～６４歳人口はゆるやかな増加後、６万人前後で横ばいとなり

２０３５年には減少に転じ、６５歳以上は２０４５年までに２０１９年の１．

６倍程度の２９，５２４人まで増加することが見込まれている。 
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○少子高齢化、経済の悪化等により予測される歳入減少と、義務的経費の増

加による歳出の固定化 

■歳入の状況 

 

○本市の歳入の約６割を占める市税収入は、平成２２年度はリーマンショック※

7の影響から約１３３億円であったが、納税義務者数の増加や安定した固定資

産税収入を背景に年々増加し、令和元年度には約１６３億円となった。  

しかし、令和２年に発生した新型コロナウイルス感染症に起因する急速な 

経済状況の悪化により、令和２年度、令和３年度は市税収入の減少が見込まれ

ている。また、令和４年度以降の市税収入も大幅な伸びはないものと見込まれ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）財政状況の変化  
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○本市は、類似団体平均と比べ１人当たりの一般財源※8 等の額は少なくなって 

いる。これは、本市が普通交付税※9 の不交付団体であるため、地方交付税※10

などが類似団体と比較し大幅に少ないことなども影響している。  

 

○本市の歳入の根幹は市税であるが、少子高齢化の進行が見込まれる今後に 

おいて市税の大幅な増収を期待することは難しく、今後も予断を許さない財

政状況が続くと予想される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口１人当たり一般財源等 （単位：円）

令和元年度 日進市 県内類似団体
（参考）平成３０年度

全国類似団体

一般財源等 225,899 252,674 253,663

市税 177,784 174,401 141,141

地方譲与税 2,405 2,733 2,808

交付金 23,884 23,907 21,701

地方交付税 413 15,611 52,181

その他一般財源 21,413 36,022 35,832
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■歳出の状況 

扶助費※11と介護保険・後期高齢者医療特別会計※12繰出金※13 

○義務的経費である扶助費の総額は、保育所待機児童解消に伴う児童福祉費の 

伸びや高齢化の進行などにより年々増加しており、財政の圧迫要因の一つに

なっている。また、実質的な義務的経費である介護保険特別会計や後期高齢者

医療特別会計への繰出金も高齢化や医療の高度化に伴い、年々増加している。 

  令和元年度決算では、扶助費が約３０億円、介護保険及び後期高齢者医療特

別会計への繰出金の合計が約１５億円となっており、平成２７年度と比較し

扶助費・繰出金ともに約３億円の増加となった。  

  今後は、令和元年１０月からの「幼児教育・保育の無償化」による扶助費の更

なる増加が見込まれ、更に財政を圧迫することが懸念される。  

 

 

 

新型コロナウイルス感染症による「新たな日常」への対応 

 ○新型コロナウイルス感染症の拡大は、社会経済への影響のみならず、人々の

行動・意識や生活様式を変更させ、将来の感染症リスクに対しても強靭なも

のへと改革するための「新たな日常」への対応が必要となっている。 

  「地域未来構想２０※14」に示された社会的な環境整備として実施していく行

政手続のオンライン化やＧＩＧＡスクール構想※15の推進を始めとしたデジタ

ル化の推進、その他「新たな日常」の確立に向けた対応は、新たに経常的な財

政負担が生じるものである。 

  社会経済構造が大きく変化する中、既存事業にとらわれることなく、状況の

変化を的確に捉えた事務事業とその執行方法に転換することが必要である。 
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下水道事業繰出金  

○経営成績や財政状態をより一層明確にするため、令和２年４月１日から公営

企業会計※16 に移行した下水道事業は、使用料収入などを財源として独立採算

で運営することとなっている。  

独立会計としての意義を踏まえつつ、その安定した運営に向けて事業の効率

化を進めるとともに、健全な経営に努め、一般会計からの繰出金を最小限に抑

制することが求められる。  

しかしながら、一般会計からの繰出金の額は約７億円程度で高止まりして 

おり、一般会計の財政運営を圧迫していることから、今後も経費の削減はもち

ろんのこと、自主財源の積極的な確保を進める必要がある。  

 

  

 

老朽化した公共施設への対応  

○多くの公共建築物やインフラ※ 17 施設が老朽化しており、大規模改修や建替

え、更新等の時期が目前に迫っている。  

  公共施設等総合管理計画※18 では、公共建築物の更新費用は、令和２５年度ま

でに一般財源で約６１億円が必要と試算されており、今後の改修や更新に多

額の費用を必要としている。  

 

○第２次日進市経営改革プランに基づき修繕予算枠※19 を設定し、公共建築物の

長寿命化を図ってきた。今後は、公共建築物に加え、インフラ施設についても

計画的に長寿命化を図ることが必要である。  
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基金※20 の状況 

 ○年度間の財源調整や大規模災害などの不測の事態が発生した際に活用する財

政調整基金について、令和元年度末残高は約２５億円であり、標準財政規模※

21に対する割合は１４．１％である。財政調整基金の標準財政規模に対する割

合の県内類似団体平均は、平成３０年度末で１８．８％であり、本市の残高

割合は低水準となっている。  

  

○普通交付税の不交付団体である本市は、社会経済状況の悪化による市税等収

入の減少が歳入一般財源総額の減少に直結する。そのため、中期財政計画※22

で財政調整基金の目標積立金額を３０億円とし、積立てを行ってきたが、目標

額に達していない。  

 

 ○令和２年度には、財政調整基金を活用して新型コロナウイルス感染症拡大防

止対策を実施したことから、今後も不測の事態に備え、財政調整基金を積み

立てる必要がある。  

 

○老朽化した公共建築物の更新費用を賄うため、公共施設等総合管理計画に基

づき毎年２億円程度を公共施設整備基金へ積み立てることにより、単年度の

財政負担を軽減させる必要がある。  

  

地方債の状況  

 ○本市では、学校改修や下水道整備をはじめとする公共施設の整備等に伴い地

方債※23 を発行してきた。令和元年度末の地方債残高は普通会計、下水道事業

会計を合わせて約１８６億円となる。  

  

○今後見込まれる大型の建設事業や公共施設の更新などの際にも地方債を活用

していくが、その償還金は将来の義務的経費となるため、地方債は計画的に発

行していく必要がある。  

 

○また、地方債残高の適正規模は、下水道事業の地方債償還財源に一般会計から

の繰出金の一部が充てられていることからも、一般会計と下水道事業会計を

合わせて管理する必要がある。  
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（３）職員数や年齢構成の変化 

 

○高度化・多様化する市民ニーズとその対応に必要な組織体制 

 

■職員数の推移 

 

○職員数については、第６次日進市定員適正化計画※24を策定し、想定される人

口の増加等を見据えた上で、多様化する行政サービスを維持向上するために

必要な人員を確保するよう努めている。 

 

○平成２７年４月に４７５人であった職員数は、令和２年４月には４８４人と

なったものの、人口の増加が進む本市において職員一人ひとりが対応する業

務は相対的に増大しており、事務の効率化等で行政サービスの質を低下させ

ることなく対応してする必要がある。 

 

○また、高度化・多様化する市民ニーズや行政課題に対応するためには、経験

豊富な再任用職員※25 を活用するとともに、育児休業を取得した職員の代替、

一時的な業務量の増加や補助的な業務への対応等として、任期付職員※26 の採

用や会計年度任用職員※27 の任用を適切に行う必要がある。 

 

■年齢構成の変化 

 

○職員の平均年齢は、平成２７年４月に３９．５歳であったものが、令和２年

４月には３８．５歳へ下がっている。しかし、依然として各年齢による職員

数のばらつきがあるため、新規採用職員に加え、実務経験者等を採用するこ

とにより年齢別職員数の平準化が求められる。  

0

5

10

15

20

25

年齢別職員数（令和２年４月１日現在）
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４ 環境の変化に伴う行政改革の課題 

 

（１）事務の見直しと事業の整理統合 

 

○行政改革の継続的な取組により、従来の行政改革手法による量的削減の余地

は狭く、その成果は低下していくことが見込まれるため、新たな視点で行政

運営を見直す必要がある。 

 

○新型コロナウイルス感染症の拡大により、会議やイベントの開催方法等につ

いては見直しを迫られ、行政手続やテレワーク※28等、業務のＩＣＴ化が推進

された。手続の簡素化や働き方改革等は、本来の行政改革の目的に資するた

め、一時的なものとせず、今後の事業運営に継続して生かすことが重要であ

る。 

 

○改善・改良の余地がなく、費用対効果の見込めない事業については、施策の

優先順位を明確化した上で、ビルド・アンド・スクラップ※29 の考え方を基本

とし、新たな手法での事業展開を図る必要がある。 

 

○分野ごとに専門部署を設置し、事業を実施しているが、組織内において部署

を横断し、連携することで事業の更なる推進や改善を図る必要がある。 

 

（２）少子高齢化の進行や外的要因等に伴う厳しい財政運営 

 

○本市の人口は、今後もしばらくの間は増加することが予想されるものの、そ

の年齢構成は変化しており、幼保無償化等の社会情勢の変化もあいまって、

子育て・教育関係経費、社会保障関係経費については、増加を続けている。 

 

○市有建築物や道路等のインフラ資産の更新や改修にかかる費用が増大してお

り、これに加えて、新型コロナウイルス感染症の拡大による経済活動の停滞

等により、歳入の減少が予測され、これまで以上に厳しい財政運営に直面し

ている。 

 

○子育て世帯が転入する新しく開発された地域がある一方で、古くからの住宅

地がある居住地域では、少子高齢化が進行し、地域ごとに抱えている課題や

行政ニーズは異なっているため、効果的・効率的に事業を実施する必要があ

る。 
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（３）時代に即した職員育成 

 

○今後も当面の間見込まれる本市の人口増加に伴う行政サービスの量的・質的

な拡大によって、職員には、より高度で専門的な能力が求められる。一方で、

地域とのつながり、行政が持つ多様な情報、ノウハウ等のように過去から積み

重ねてきたものが求められる場面も多く存在する。 

 

○職員の人材育成には時間がかかり、知識等の習得とともに現場で経験を積ま

なければ、新たな課題に迅速に対応できる能力を身につけることはできない。

次代を担う人材の育成には、ベテラン職員が身につけてきた知識等と若手職

員の新たな視点をバランス良く融合させることが重要である。 

 

（４）多様な主体との連携 

 

 ○全国的に進行している少子高齢化等の社会問題に加えて、新たに新型コロナ

ウイルス感染症の拡大や、各地で甚大な被害をもたらしている自然災害等に

ついては、本市にとっても大きな脅威であり、今後も社会に多大な影響を与

えていくことが予想される。このような状況下では、行政が単独で従来通り

の行政運営の手法を実施しても、課題を解決していくことが困難になってい

る。 

 

○危機的な状況に陥っている今だからこそ、「持続可能な社会※30」の実現に向

けて、本市の誰もが共通の目的に向かって協働していく必要があり、様々な

事態におけるリスクマネジメント※31 についても、民間企業、ＮＰＯ※32、大

学、地縁組織※33 等と連携して実施していくことが重要である。 

 

 ○協働による課題の解決には、フルセット主義の行政サービスのような一方的

な依存型ではなく、双方向的な相互協力関係を推進し、数多くの関係者とつ

ながることで、成果を循環できる仕組みづくりが必要である。 
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５ 第３次日進市経営改革プランのビジョン 

 

（１）目指すべき自治体経営の姿 

 

○今回策定する第３次日進市経営改革プランは、従来行ってきた優れた行政改

革の取組も含めて、これまでの行政経営の手法そのものを見直し、事業の効

率化と更なる市民サービスの向上を目指し、不断の努力をもって業務の最適

化を図る。  

 

○限られた経営資源を有効に活用し、多様な主体との連携を図ることで、課題

を解決し、まちづくりの輪を大きく、かつ、強固なものにしていくために、

本市が目指す自治体経営の姿を次のように設定する。 

 

次世代へ「つなぐ」持続可能な行政経営の確立 

    多様な関係者を「つなぐ」切れ目のない地域経営の実現 

    圏域の未来へ「つなぐ」エリアマネジメント※34の展開 

 

 ○事業を実施していく上で、組織内での連携を意識しつつ、事業の「選択と集

中」の観点から、既存業務の見直しや新たなサービスの必要性の精査に取り

組み、将来に向けて持続可能な行政経営を行う。 

 

○日進市自治基本条例※35の理念のもとで、市民との協働は基本としつつも、市

民と行政との役割分担を再検討し、多くの関係者とつながることで、それぞ

れが協力し合えるまちづくりを推進する。 

 

○行政、市民、民間企業、各種団体等のそれぞれが強みとして持っている地域

経営資源を持ち寄ることで、より効果的な公共サービスを提供できる仕組み

を目指すとともに、誰もが活躍でき、誰一人取り残さない、切れ目のない地

域経営を目指す。 

  

○事業の実施に際しては、本市におけるメリット・デメリットのみを考えるの

ではなく、広域連携による圏域全体のスケールメリット※36 の有無、住民サー

ビスの向上への程度等を意識した事業展開を目指す。   
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（２）位置づけ 

 

○第６次日進市総合計画※37 に掲げる将来都市像の実現に向けて、基本計画等に

掲げられている事業を企画・運営する場合においてのみならず、それらの事

業の評価・改善を行う上で全部局、全職員が共通して持つべき視点（考え

方）を示す役割を担うものとして位置づける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次日進市経営改革プラン  

基本計画※39 
第６次 

日進市総合計画 

全部局、全職員が共通の視点で事業を企画・運営し、評価・改善を行う 

行政経営サイクルの連動 

実施計画※40 

行政評価 予算編成 

 基本構想※38 

将来都市像 
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（３）３つの基本視点及び５つの基本方針 

 

第３次日進市経営改革プランで目指すべき自治体経営の姿を確立するために、「

基本となる３つの視点（基本視点）」のもとに、「５つの基本方針」を立て、着実な

推進を目指す。 

 

 

 

 

・部署を横断した連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※柔軟に連携することで、事務効率を上げ、課題の解決や業務改善を図る。 

 

・既存業務の見直しによる省力化と、業務のＩＣＴ化等による最適化の検討 

 

 

                 

 

 

   

 

 

※スリム化することで、事業改善・政策立案のための時間を確保する。 

部

課

係

部

課

係

部

課

係

基本視点１：持続可能な行政経営 

 



18 

行政 

（近隣自治体）  

行政 

（他圏域自治体）  

圏域内ネットワーク  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
市民サービスの 

向上 

 

基本視点３：広域連携の推進 

基本視点２：切れ目なくつながる地域経営 

・新たな関係の創出 

 ・多様な関係者をつなぐ 

 

・圏域単位でのサービス提供 

・圏域を越えたネットワーク形成 
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○限られた経営資源を有効に活用し、市民サービスの維持・向上を図るために

は、収支バランスの取れた健全な財政運営と公共施設の適正な維持管理によ

る公共資産のマネジメントが必要である。今後の財政状況は、更なる義務的経

費等の増加や新型コロナウイルス感染症の影響等による市税収入の減少が予

測されるため、現在の事業を見直し、最適化・効率化を図っていくことが重要

である。 

 

○人材育成、多様な人材の採用、働き方改革の推進等、行政改革を推進する上

で、組織の人材活用の在り方についても再検討していく必要がある。 

 

○組織内の連携強化やＩＣＴの導入等により、事業の効率化及び活性化を図る。 

 

基本方針１ 行政資源の最適化による行政基盤の強化 

 

○常にコスト意識を持った上で事業の見直しに取り組み、最少のコスト

で最大の成果が得られるように改善を図る。また、ビルド・アンド・

スクラップを基本とし、行政評価や財務指標等を活用して事務事業の

見直しを徹底する。 

 

○財政基盤の安定化のため、新たな財源による自主財源の確保に努める

とともに、受益者負担額※41 等の見直し、国・県等の補助金の獲得等に

より健全な財政運営に努める。 

 

○公共施設等の適正管理をしていくことにより、長寿命化を図るととも

に、施設等の積極的な利活用に取り組む。 

 

○既存業務の見直しによる省力化と、ＩＣＴの導入等による最適化によ

り業務のスリム化を推進する。 

 

基本方針２ 人材育成と組織力の強化 

 

○多様化する行政ニーズに対応できる人材の育成や、外部人材の採用等

により、スマート自治体への転換、様々なリスクについてマネジメン

トできる体制作りを推進する。 

基本視点１ 持続可能な行政経営 
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○働き方改革を推進するとともに、ワーク・ライフ・バランスの実現を

目指す。 

 

○部署を横断した連携を円滑に実施するため、各種計画策定や事業を実

施する場合において、柔軟な職員配置、プロジェクトチームの設置、

幅広い意見を集約する等、連携を意識した手法を取り入れる。 

 

○職員一人ひとりが、変化していく様々な制度を理解し関係法令を遵守

することで、職員等による不祥事の未然防止、事務誤りへの適切な対

応等組織の強化を図る。 

 

基本視点２ 切れ目なくつながる地域経営 

 

○本市の人口は現在でも増え続けているが、すでに人口減少と少子高齢化が始

まっている地域については、暮らしを支える機能が低下することが予想され

るため、これまでに築いてきた地域との協働関係をより強化していく必要が

ある。 

 

○民間にできることは民間に委ねる等、「できることをできるところ」が行い、

「誰もが支え合える」、誰一人取り残さない地域経営の実現を目指す。 

 

○行政、市民、民間企業、各種団体等の役割を明確化し、多様な主体との新た

な協働に向けた検討を行う。 

 

基本方針３ それぞれの特性を生かした市民とのまちづくり 

 

○パブリックコメント手続※42、ワークショップ※43等による市民参加を推進

するとともに、ビックデータ提供等による行政情報の共有を図ることで、

地域課題解決のための取組を市民が主体的に、まちづくりの一員となっ

て行えるよう支援する。 

 

○「公助に頼ることなく」地域経営の基盤を強化し、新たな担い手、協働

の場等の創設を推進するため、市民活動の「自立化」を支援する。 

 

○行政に関心が薄い若者をターゲットにし、より幅広い年齢層にまちづく

りに関わってもらうために、大学との協働事業の推進や情報発信手法に

ついて検討する。 
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○それぞれの市民が個々の能力を生かし、やりがいと責任感を持つことが

できるように、担い手のニーズについて情報収集するとともに、それに

応じた役割を果たしてもらうことで、地域において主体的に活躍できる

場を提供する。 

 

基本方針４ 民間資源やノウハウの有効活用 

    

○官民間で対話を重ねることにより、誰もが地域経営に参加でき、目的や

手段等を共有することで、地域経営の当事者として課題の解決を目指す。 

    

○民間のノウハウ、人材等を有効活用し、業務委託等のアウトソーシング
※44を推進する。  

 

○依存型の協力関係ではなく、お互いが自己の保有する資源を最大限に有

効活用し、相互に補完できる関係性を築き、地域経営の推進を図る。 

 

○これまでに行ってきた連携の手法にとらわれず、新たな官民連携の可能

性を探っていくとともに、事業を評価し、常に改善する意識をもって取

り組む。 

 

基本視点３ 広域連携の推進 

 

○多様化する市民ニーズに適切に対応するため、自治体間連携の実施による圏

域マネジメントの推進を図る。 

 

○解決困難な課題については、他自治体と連携して、本市が自ら解決する手法

を検討するとともに、多様な主体と自治体間をつなぎ、圏域内での解決に向

けて協議する。 

 

基本方針５ 自治体間連携の推進 

 

○近隣自治体と連携することで、スケールメリットを生かし更なるコスト

削減や市民サービスの向上を図る。 

 

○他圏域の自治体との連携について研究し、市民や各種団体に対するサー

ビスの向上につながる手法を研究する。
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【アクションプラン編】 
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第６次総合計画（計画期間：令和３年度～令和１２年度）  

第３次日進市経営改革プラン  

（計画期間：令和３年度～令和７年度）  
必要に応じて、見直しを実施  

１ アクションプラン編の概要 

 

（１）アクションプラン編の策定 

 

○行政経営改革の理念や第６次日進市総合計画の将来都市像の達成に向けて、確

実な成果を得るために、５つの施策を具体化した取組項目を掲載したアクショ

ンプラン編を策定する。 

 

（２）達成期間及び取組内容 

 

■達成期間 

 

○アクションプラン編に掲載する取組項目を達成するまでの期間（達成期間）は

第６次日進市総合計画の計画期間の前半期の５年間とし、達成状況等を検証し

つつ、必要に応じてプランの見直しについて検討する。 

 

令和 3 

（ 2021）  

令和 4 

（ 2022）  

令和 5 

（ 2023）  

令和 6 

（ 2024）  

令和 7 

（ 2025）  

令和 8 

（ 2026）  

令和 9 

（ 2027）  

令和 10

（ 2028）  

令和 11 

（ 2029）  

令和 12 

（ 2030）  

 

 

 

■取組内容 

 

○アクションプラン編に掲載される取組項目ごとに、５か年の具体的取組内容を

記載して達成すべき目標の姿を明確にする。 

 

○ビジョン編に掲げる３つの基本視点、５つの基本方針と取組内容との関係を明

確にするため、５つの基本方針の下に３１の取組項目（枝番を含む）を設定

し、体系化することで、分かりやすく整理する。 

 

 

 

 

  

 

【取組項目】 

方針で示した分野に

ついて具体的に取り

組む項目を示したも

の  

 

 

【基本視点】 

目指すべき自治体経

営の姿を確立するた

めに具体的な方向性

を示すもの  

 

【基本方針】 

基本視点を基にそれ

を実現するために必

要となる方針を示し

たもの  
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（３）達成に向けた推進管理 

 

○第３次日進市経営改革プランの達成に向け、行政改革推進本部会議や行政改革

推進委員会等の推進体制を構築し、計画（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、評価（Ｃ

ｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のサイクルによる推進管理を行う。 

  

○毎年度の進捗状況や達成状況については、市ホームページ等を通じて市民への

公表を行う。 

 

 

【推進管理イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

行政改革推進委員会 

※学識者、経営者、市民の視点を経営改革に反映  

・経営改革プラン策定への答申  

・進捗状況に対する評価、改善提言  

市民 
市 

 

 

行政改革推進本部会議  

※経営改革の推進主体  

・経営改革プラン等の策定、内部評価  

・取組項目の推進管理、改善指示  

事務局（総合政策部企画政策課）  

各取組項目の担当課、関係課  

・取組項目の検討、実施  

 

指示 報告

参加  

結果公表  

意見  

諮問  

報告

等  

答申  

評価  

提言  

C 

A 

P 

D 
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２ アクションプラン編の体系図 
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用語解説 

 

注番号 語句 説明 

１ ＡＩ Artificial Intelligence の略。人工知能  

２ ＲＰＡ 

Robotics Process Automation の略。ロボットに

よる業務の自動化。これまで人間が行ってきた定

型的なパソコン操作をソフトウエアのロボット

により自動化するもの 

３ Sosiety5.0 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現

実空間）を高度に融合させたシステムにより、経

済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心

の社会（Society）。狩猟社会（Society1.0）、農

耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、

情報社会（Society4.0）に続く、新たな社会を指

すもので、第 5 期科学技術基本計画において我

が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提

唱された。  

４ 基礎的財政収支 

市債を除いた税収などの歳入と、公債費を除いた

歳出との収支。その時点で必要とされる政策的経

費を、その時点の税収等でどれだけ賄えているか

を示す指標。プライマリー・バランスともいう。 

５ 義務的経費 

歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に削減

できない非弾力的な性格の強い経費。人件費、扶

助費、公債費など。 

６ 高齢化率 総人口に占める６５歳以上人口の割合。 

７ リーマンショック 

2008 年 9 月 15 日にアメリカの投資銀行が経営破

綻したことをきっかけに、世界的に起こった金融

危機。 

８ 一般財源 その使途について何ら制約がない財源。 

９ 普通交付税 

市にとって必要であるとされる経費（基準財政需

要額）と比べ、市税等の収入見込額（基準財政収

入額）が不足する場合に国から交付されるもの。 

１０ 地方交付税 

地方公共団体における税源の不均衡を調整し、ど

の地域においても一定の行政サービスを提供で

きる財源を保障するため、国から地方自治体に交

付されるもの。 

１１ 扶助費 
高齢者、児童、心身障害者等に対して行っている

様々な扶助（援助）に要する経費。 

１２ 特別会計 
使途が特定されている財源のことで、一般財源以

外のもの 



 

58 

注番号 語句 説明 

１３ 繰出金 
一般会計から特別会計、特別会計間等、会計相互

間で支出される経費 

１４ 地域未来構想２０ 

内閣府が「新しい生活様式」の実現に向けて発表

した、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金」を活用し、地域で取り組むことが期

待される政策分野。 

１５ ＧＩＧＡスクール構想 

文部科学省が提示した、多様な子どもたちを誰一

人取り残すことなく、一人ひとりが自らの特性を

生かし、公正に個別最適化され、資質・能力を一

層確実に育成できる ICT 環境を実現するという

構想。 

１６ 公営企業会計 

将来にわたって持続可能な経営を確保するため

に、「経営の見える化」による経営基盤の強化が

必要であるとの考えから、公営企業の会計制度に

発生主義・複式簿記等を採用したもの。 

１７ インフラ 
インフラストラクチャー（Infrastructure）の略。

道路、上下水道等、産業の基盤となる施設。 

１８ 公共施設等総合管理計画 

本市が所有する公共施設等の全体の状況を把握

し、本市の現況及び将来の見通しを分析し、これ

らを踏まえた公共施設等の管理の基本的な方針

を定める計画 

１９ 修繕予算枠 

市有建築物の老朽化対策等を計画的に推進し、市

有建築物の長寿命化や財政負担の平準化を図る

ために設けた予算の枠組み。 

２０ 基金 

特定の目的のために積み立てた資金や維持する

財産、又は定額の資金を運用するために設ける資

金や財産。 

２１ 標準財政規模 
地方公共団体の標準的な状態で通常収入される

であろう、経常的な一般財源の規模を示すもの。 

２２ 中期財政計画 

自治基本条例の規定に基づき、中期的な財政状況

を推計したもので、計画的かつ効率的な財政運営

の一助とするための計画。 

２３ 地方債 

地方公共団体が資金調達のために負担する債務

のうち、その返済が一会計年度を超えて行われる

もの。 

２４ 日進市定員適正化計画 

人口増加、地方分権による権限移譲等に伴う事務

量の増大に備えるとともに、本市財政の歳入予測

及び歳出の適正配分を考慮した中で必要な人員

を確保するため策定された計画。 

２５ 再任用職員 
その知識や経験を活用するため、定年退職した後

に任期を定めた上で改めて採用された職員。 
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注番号 語句 説明 

２６ 任期付職員 

一定の期間内に終了することが見込まれる業務

に従事させる必要がある場合など、法令に規定さ

れる要件が認められる状況において、任期を限定

して採用される職員。 

２７ 会計年度任用職員 

一会計年度を超えない範囲内で任用される非常

勤職員（地方公務員法第 22 条の 2）。従来と比べ、

休暇、福利厚生、手当等が拡充されたが、一方で、

懲戒処分等の対象にもなるという特徴がある。 

２８ テレワーク 
情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれ

ない柔軟な働き方。 

２９ 
ビルド・アンド・スクラッ

プ 

取り組むべき施策事業を定め、その事業に必要な

財源について、既存事業の中で優先順位の低いも

のの見直しを進めながら手当てしていく、という

姿勢を示したもの。 

３０ 持続可能な社会 

地球環境や自然環境が適切に保全され、将来の世

代が必要とするものを損なうことなく、現在の世

代の要求を満たすような開発が行われている社

会。 

３１ リスクマネジメント 

リスクを特定・分析し、発生頻度と影響度を評価

した後、リスクのレベルに応じて対策を講じる一

連のプロセス。 

３２ ＮＰＯ Non-Profit Organization の略。非営利団体。 

３３ 地縁組織 

区、自治会、町内会あるいはそれをベースにした

様々な組織で、行政上の区域や範囲内で住民の相

互扶助や自治的な活動を行う組織。 

３４ エリアマネジメント 

地域における良好な環境や地域の価値を維持・向

上させるための、住民・事業主・地権者等による

主体的な取組。ここでは、自治体間による圏域及

び他圏域との連携によるまちづくりを指す。  

３５ 日進市自治基本条例 

国や県との適切な役割分担のもと、市民参加と協

働を柱とする「市民主体の自治」の実現をめざし、

平成１９年１０月に施行された条例。同条例で

は、市民参加と市民自治活動の支援のために必要

なルールを定めることが規定されている。 

３６ スケールメリット 

事業や経営等の規模を拡大することによって、コ

ストの削減や効率性の向上など様々な効果があ

ること。 

３７ 日進市総合計画 

本市におけるまちづくりの最上位に位置づけら

れる計画として、本市特有の個性を生かし、魅力

をさらに向上させ、本市の諸課題を解決するため

に策定された計画。 
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注番号 語句 説明 

３８ 基本構想 

「将来都市像」と、それを実現するための「基本

目標」等を長期的かつ総合的な視野に立って明ら

かにしたもの。 

３９ 基本計画 
基本構想を実現するために各分野において実施

すべき施策を体系的に示した計画。 

４０ 実施計画 

基本計画に定めた各分野の施策を実現するため

に、向こう３年間に実施する事業内容を記載した

もので、毎年度策定する計画 

４１ 受益者負担額 

下水道の整備費や公共施設の利用料など、恩恵を

受ける方々に、掛かる費用の一部を負担してもら

う制度。 

４２ パブリックコメント手続 

本市の基本的な政策にかかる計画等の策定、変

更、改定又は廃止等を行う場合、事前に案や関連

する資料を公表し、意見の提出方法と提出期間を

定めて市民から広く意見を求める手続き。 

４３ ワークショップ 

本プランでは、住民参加型のまちづくりを推進す

るために、自由に意見を出し合ったり、お互いの

理解を深めたり、参加者の合意を得たりする目的

で開催される場、という意味で使用している。 

４４ アウトソーシング 人的資源やサービスを外部から調達すること。 

４５ ＤＸ 

Digital Transformation の略。ICT の浸透が人々

の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させ

ること 

４６ 内部統制 

組織の業務の適正を確保するための内部ルール

や業務プロセスを整備して運用すること又はそ

の結果確立されたシステム 

４７ 地域学校協働本部 

地域全体で子ども達の学びや成長を支えるとと

もに、「学校を核とした地域づくり」を目指して、

地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働 

して行う様々な活動を推進するために設置され

る組織。 

４８ 校務支援システム 

成績処理や健康診断、学校事務など、広く「校務」

と呼ばれる業務全般を実施するために必要とな

る機能を実装したシステム。 

４９ オープンカウンタ 

物品調達等に係る見積もり合わせにおいて見積

もりの相手方を特定せず、案件を公開し、見積も

り参加希望者から見積書の提出を受け、契約の相

手方を決定する方式。 

５０ ぴったりサービス 

内閣府が運営するサービスで、地方公共団体が提

供している行政サービスを検索したり、オンライ

ン申請したりできるサービスの総称。 
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注番号 語句 説明 

５１ 固定資産台帳 

固定資産の取得から除売却処分に至るまでの経

緯を個々の資産ごとに管理するための帳簿で、所

有するすべての固定資産について、取得価額、耐

用年数等のデータを網羅的に記載したもの 

５２ 
無意識の思い込み（アンコン

シャス・バイアス） 

誰もが無意識に持っている思い込みや偏見。男女

の役割等固定的な価値観を与えるとされている。

環境、教育、属性等から影響を受け、知らず 

知らずのうちに形成されるので、自分では気づき

にくい。 

５３ エンパワーメント 

個人として、そして／あるいは社会集団として、

意思決定過程に参画し、自律的な力を身につける

こと。自分自身のポテンシャルが最大限発揮でき

るよう、自らの意思と能力を高め、政治・経済・

社会等において主体的な存在となり、行動してい

く力をつけていくこと。 

５４ 
ダイバーシティ＆インクル

ージョン 

多様性の受容。ダイバーシティと省略して使われ

ることが多い。性別や国籍、年齢等に関わりなく

多様な個性が、力を発揮し、共存できること。 

５５ イクボス 

部下のワーク・ライフ・バランスを考慮し、その

キャリアと人生を応援しながら、組織としても成

果を上げ、自らも仕事と私生活を充実させている

上司・管理職・経営者（男性・女性を問わず）の

こと。 

５６ 特別定額給付金 

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令

和 2 年 4 月 20 日閣議決定）において、緊急事態

宣言の下、家計への支援を行うことを目的にした

給付金。 

５７ ＣＳＲ 
Corporate Social Responsibility の略。企業が

果たすべき社会的責任のこと 
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